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小樽商科大学大学院におけるアントレ
プレナーシップ教育 1996-2009

平成２１年１０月１２日（月）

於：大学・大学院起業家教育推進ネットワーク

第1回全国フォーラム（大和コンファレンスホール）

瀬戸 篤 博士（農学）
OBS小樽商科大学専門職大学院ビジネススクール教授

（大学院商学研究科アントレプレナーシップ専攻）
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ライフサイクルにおける
社会人大学院教育の重要性

人生は１２年というライフサイクルをもっている
Ⅰ： ０－１１歳（幼少）

Ⅱ：１２－２３歳（青年）・・・国民の過半数が短大卒以上の
教育

Ⅲ：２４－３５歳（自立）・・・仕事＝社会人大学院対象
Ⅳ：３６－４７歳（挑戦）・・・仕事＝社会人大学院対象
Ⅴ：４８－５９歳（完成）・・・仕事
Ⅵ：６０－７１歳（余暇）
Ⅶ：７２－８３歳（余生）、８４歳＝日本人の平均寿命

・・・Ⅲ期ーⅣ期への過渡期に、社会人大学院教育は
効果的？
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３６歳前後に対する起業家教育
はなぜ重要か？

過去を肯定し、今を革新して、未来を豊かに
するためにイノベーションを実行すること

●イノベーションの目的は、機会を活かして、
成果を上げること

●継続的な学習なしでは、イノベーションの
可能性は＜ゼロ＞に近い

・・・イノベーションの担い手となる即戦力とな
るのは、３６歳前後の社会人だから
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筆者が小樽商大ビジネススクールで
担当する起業家教育５科目の体系

Ⅰ後）ベンチャー企業12
イノベーション創出法を
自叙伝と創業者から学ぶ

Ⅱ前）ﾃｸﾉﾛｼﾞｰﾋﾞｼﾞﾈｽ創造6
ベンチャービジネス創出法を

支援専門家から学ぶ

Ⅱ前）技術と事業革新6
戦前戦後の産業技術史を学ぶ

Ⅰ前）ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰの
系譜とリーダーシップ25*

歴史的教養を学ぶ

Ⅱ後）プロジェクト演習3
ベンチャー企業実習体験

*数字はH21受講数
全体35名中の選択科目
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小樽商科大学の歴史

●明治政府は、近代ビジネス創成のため全国にナ
ンバービジネススクール五校を設立

・・・第一高商：現一橋大、第二高商：現神戸大
第三高商：現長崎大、第四高商：山口大
第五高商：現小樽商科大学

●いらい、旧小樽高等商業学校（明治４４）、国立
小樽商科大学（昭和２４）、国立大学法人小樽商
科大学（平成１６）と名称は変わったが、ビジネス
リーダー育成という目的と教育方法は１世紀の
間不変。また、国立商学部は一橋大と小樽商大
２校のみに存続
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社会評価：「出世できる大学」
『週刊ダイヤモンドH18/9/23』

＜全上場企業の代表取締役輩出率＞

１位 東大 ７位 東京工業大学

２位 一橋大 ８位 九州大学

３位 慶応義塾大 ９位 滋賀大学

４位 京大 １０位 早稲田大学

５位 小樽商大 ＊＊＊＊＊

６位 大阪大学 １７位 北海道大学
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小樽商科大学における
学部・大学院教育体制

□大学院商学研究科□

・・・現代商学専攻博士前期課程(定員１０）

同博士後期課程（定員３）

・・・専門職大学院アントレプレナーシップ専攻（定員３５）

□商学部（昼定員４６５＋夜間主定員５０）□

・・・経済学科

・・・商学科

・・・企業法学科

・・・社会情報学科
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小樽商科大学における
社会人大学院教育の歩み１

●１９９６年４月・・・小樽商科大学の実務経験を有する
若手有志助教授７名が、学長応援により同大地域経
済研究所内に「地域経済社会システム研究会」を設
置

●１９９７年５月・・・文部省・ＯＢ会の支援により札幌商
工会議所内に国立大初の「札幌サテライト」開

・・・同研究会による夜間主・札幌出張形式による夜間
社会人大学院修士課程プログラムを開始し、社会人
大学院生３名（北電・凸版印刷・道庁）が入学

▲１９９７年１１月・・・拓銀・山一証券が経営破綻
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小樽商科大学における
社会人大学院教育の歩み２

●１９９８年４月・・・学内組織として同研究会が核となっ
て国内大学初の「ビジネス創造センター（ＣＢＣ）」を設
置

▲１９９９年８月・・・小樽商大社会人大学院２期生が在
学中に大蔵相認可を得て、国内初の地域初ＶＣ「(株)
北海道ベンチャーキャピタル」を札幌市に設立

●１９９９年４月・・・ＣＢＣが文部省省令施設として正式
予算化

▲１９９９年１１月・・・「産業技術力強化法」が国会で成
立
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●２０００年１月・・・小樽商大CBCは、北大医学部よりベ
ンチャー設立支援要請を受け、人事院への国内初兼
業申請を行い、兼業型国立大学発ベンチャー１号の
「ジェネティックラボ」の設計・設立を支援して兼業監
査役派遣、同年９月同社設立

▲２００２年７月・・・小樽商大社会人大学院３名が、研
究室仲間とり出資金１１００万円拠出を受け、在学中
に国内初の民間大学発ＶＢインキュベーション会社
「(株)ヒューマン・キャピタル・マネジメント（ＨＣＭ）」を
札幌市に設立

小樽商科大学における
社会人大学院教育の歩み３
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●２００３年１月・・・小樽商大ＣＢＣは、北大医発
「(株)イーベック」の設立を支援し、ＨＣＭに対し
て経営チーム派遣を要請

●２００４年４月・・・小樽商大は、国内初の経営
大学院ＭＢＡ５校の一つとして「専門職大学院
小樽商大ビジネススクール（ＯＢＳ）」を開校

小樽商科大学における
社会人大学院教育の歩み４
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小樽商大CBCによる大学発ＶＢの
設立支援実績１１社（H12-16）

■Ｈ１２／９ ㈱ジェネティックラボ 北大医 DNA解析
■Ｈ１３／３ ㈱ｼﾞｰﾝﾃｸﾉｻｲｴﾝｽ 北大医 DNA解析
Ｈ１３／９ ㈱ユージーン 熊本大医 遺伝子破壊動物

■Ｈ１３／１１㈱ﾚﾉﾒﾃﾞｨｸｽ研究所 札医大 再生医療
▲Ｈ１４／４ ㈱ﾒﾃﾞｨｶﾙｲﾒｰｼﾞﾗﾎﾞ 北大医＋工 医療支援
▲Ｈ１４／７ ㈱ﾄﾗﾝｽｱﾆﾒｯｸｽ 北大理 遺伝子改変動物
▲Ｈ１４／７ ㈲ﾊｲﾊﾟｰｿﾆｯｸﾗﾎﾞ 室工大 次世代ジェット
▲Ｈ１４／７ ㈱ＨＣＭ 小樽商大院 大学発ＶＢ経営支援
■ ▲ Ｈ１５／１ ㈱イーベック 北大医 完全ヒト抗体開発
▲H１５／１２㈲ニューロテック 北大医 外科手術器材
▲ Ｈ１６／６ ㈲ハイドロデバイス 室工大 燃料電池
■＝教員を役員派遣、▲＝大学院を役員紹介
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2008年10月
小樽商大社会
人大学院生発
VB・HCMが

経営参加した
北大発㈱イー
ベックは、独
製薬大手と88
億円のﾏｲﾙｽ
ﾄｰﾝ契約締結
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示唆１・・・学部卒業１０－１２年程度（３６歳前後）
を経た社会人は、新たなベンチャーの経営人
材としてきわめて有望

示唆２・・・都市部における現役ビジネスパーソン
に対する夜間＆週末の社会人大学院教育が
有効

示唆３・・・現役ビジネスパーソンに対する新産業
創出の担い手としてのミッションとゴールを提
示する起業家教育は成功の確率が高い

結論・・・小樽商大における１３年間
に及ぶ大学院教育経験からの示唆
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瀬戸 篤（せと あつし）
国立大学法人小樽商科大学
ビジネススクール教授
（略歴）
1958年北海道出身
1983年英国留学を経て、国

立小樽商科大商学部経済
学科卒。北海道電力(株)
入社、営業職、国際大・北
大大学院派遣、農博

1995年国立小樽商科大商学
部助教授、名古屋大大学
院併任教官

2005年現職、ｱﾝﾄﾚﾌﾟﾚﾅｰｼｯ
ﾌﾟ・技術商業化担当

現在：NEDO技術委員、東海
大学客員教授
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